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世
界
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
を
リ
ー
ド
す
る

欧
州
の
中
で
も
、
英
国
は
ト
ッ
プ

ラ
ン
ナ
ー
で
あ
り
続
け
て
き
た
。

そ
の
原
点
は
、
１
９
８
０
年
代
の

サ
ッ
チ
ャ
ー
政
権
時
代
で
の
規
制

緩
和
と
民
営
化
を
実
施
し
た
経
済

政
策
だ
。 

（
下
田
屋 

毅
）

な
ぜ
英
国
が
先
進
的
な
の
か

　

サ
ッ
チ
ャ
リ
ズ
ム
で
電
力
・
ガ

ス
な
ど
の
国
営
企
業
を
民
営
化
す

る
と
と
も
に
、
政
府
部
門
の
縮
小

に
力
を
置
い
た
。
こ
の
減
ら
し
た

部
分
を
民
間
企
業
の
責
任
に
委
ね

る
考
え
方
か
ら
、
企
業
の
社
会
的

責
任
の
比
重
が
高
ま
っ
た
。

　

労
働
党
の
ト
ニ
ー
・
ブ
レ
ア
政

権（
１
９
９
７
│
２
０
０
７
年
）が

提
唱
し
た「
第
三
の
道
」で
は
、
社

会
民
主
主
義
的
な
志
向
と
、
サ
ッ

チ
ャ
リ
ズ
ム
の
新
自
由
主
義
的
志

向
を
部
分
的
に
取
り
入
れ
た
。
そ

の
中
で
ブ
レ
ア
政
権
は
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の

問
題
を
取
り
上
げ
、
政
策
決
定
に

企
業
を
統
合
す
る
新
し
い
モ
デ
ル

を
導
入
し
た
。

　

２
０
０
０
年
７
月
に
英
国
年
金

法
を
改
正
し
、
年
金
基
金
が
投
資

方
針
に
お
い
て
社
会
、
環
境
、
倫

理
の
側
面
に
つ
い
て
開
示
す
る
こ

と
を
義
務
付
け
た
。
こ
れ
は
現
在

の
Ｅ
Ｓ
Ｇ
情
報
開
示
の
草
分
け
と

も
い
え
る
。

　

２
０
０
１
年
に
は
、
閣
外
大
臣

と
し
て
Ｃ
Ｓ
Ｒ 

大
臣
を
他
国
に

先
駆
け
て
任
命
。
そ
の
後
の
英
国

で
は
、
10
年
間
Ｃ
Ｓ
Ｒ
大
臣
が
率

先
し
て
Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
関
す
る
施
策
を

行
っ
て
き
た
。

　

２
０
１
０
年
に
連
立
内
閣
に

な
っ
て
か
ら
Ｃ
Ｓ
Ｒ
大
臣
は
な
く

な
っ
た
が
、
最
近
で
は
ビ
ジ
ネ
ス

と
人
権
に
関
す
る
指
導
原
則
に

則
っ
た
国
内
プ
ラ
ン
を
世
界
で
初

め
て
作
成
す
る
な
ど
、
ま
だ
ま
だ

他
国
に
先
行
し
た
取
り
組
み
を

行
っ
て
い
る
。

　

こ
れ
ら
英
国
政
府
に
よ
る
Ｃ
Ｓ

Ｒ
へ
の
取
り
組
み
は
、
英
国
企
業

の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
へ
の
取
り
組
み
を
力
強

く
後
押
し
し
た
。
そ
の
背
景
と
し

て
は
、
Ｎ
Ｇ
Ｏ
か
ら
の
監
視
、
労

働
組
合
の
伝
統
的
な
圧
力
に
加

え
、
多
数
の
市
民
団
体
の
キ
ャ
ン

ペ
ー
ン
に
よ
る
政
府
へ
の
働
き
か

け
が
あ
る
。

　

ネ
ス
レ
Ｕ
Ｋ
＆
ア
イ
ル
ラ
ン
ド

は
、
ネ
ス
レ
の
英
国
外
の
営
業
地

域
と
比
較
し
て
Ｎ
Ｇ
Ｏ
や
市
民
団

体
か
ら
の
プ
レ
ッ
シ
ャ
ー
な
ど
が

強
く
、
ネ
ス
レ
の
中
で
も
戦
略
上

重
要
な
位
置
付
け
が
な
さ
れ
て
い

る
。

　

英
国
政
府
は
、
そ
の
中
で
Ｃ
Ｓ

Ｒ
を
企
業
の
義
務
と
し
て
だ
け
で

は
な
く
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
を
推
進
す
る
こ

と
で
経
済
的
利
益
が
あ
る
こ
と
を

見
出
し
、企
業
に
奨
励
し
て
い
る
。

Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
活
用
に
よ
り
、
企
業
、

地
方
自
治
体
、
労
働
組
合
、
消
費

者
や
そ
の
他
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

と
の
連
携
を
促
進
す
る
こ
と
も
目

的
と
し
て
い
る
。　

Ｃ
Ｓ
Ｖ
の
元
祖
は
ネ
ス
レ

　

ハ
ー
バ
ー
ド
ビ
ジ
ネ
ス
ス
ク
ー

ル
の
マ
イ
ケ
ル
・
Ｅ
・
ポ
ー
タ
ー

教
授
が
提
唱
す
る「
Ｃ
Ｓ
Ｖ
」（
共

通
価
値
の
創
造
）
も
、
実
は
ネ
ス

レ（
本
社
ス
イ
ス
）が
本
家
だ
。
同

社
が
２
０
０
６
年
に
生
み
出
し
た

Ｃ
Ｓ
Ｖ
の
概
念
は
ネ
ス
レ
の
基
本

理
念
で
あ
り
、
事
業
利
益
と
社
会

的
・
環
境
的
価
値
の
両
方
を
生
む

こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。

　

そ
も
そ
も
Ｃ
Ｓ
Ｖ
と
い
う
名
前

は
、
他
社
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
と
差
別
化
す

る
た
め
に
考
え
出
し
た
も
の
で
、

同
社
の
ピ
ー
タ
ー
・
ブ
ラ
ベ
ッ
ク

前
Ｃ
Ｅ
Ｏ
が
、
ポ
ー
タ
ー
教
授
に

Ｃ
Ｓ
Ｖ
の
使
用
を
促
し
た
い
き
さ

つ
が
あ
る
。

　

ネ
ス
レ
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
活
動
は
、「
ネ

ス
レ
の
社
会
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
」と
し
て

三
段
構
造
に
な
っ
て
い
る（
上
図
参

照
）。
一
番
下
の
土
台
が「
人
権
と

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
」、二
段
目
が
、

「
環
境
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
」、
そ

し
て
一
番
上
が「
Ｃ
Ｓ
Ｖ
」と
な
り
、

「
Ｃ
Ｓ
Ｖ
」は
こ
の
２
つ
の
土
台
の

上
に
あ
り
支
え
ら
れ
て
い
る
。

　

ネ
ス
レ
の
Ｃ
Ｓ
Ｖ
は
、「
栄
養
」

「
水
資
源
」「
農
業
・
地
域
開
発
」の

３
つ
に
焦
点
を
当
て
て
い
る
。
こ

れ
ら
の
中
で
、
カ
カ
オ
農
家
の
収

益
性
の
あ
る
経
営
を
行
う
サ
ポ
ー

ト
と
児
童
労
働
を
排
除
す
る「
ネ

「
や
ら
な
い
と
負
け
る
」

　世界のCSR（企業の社会的責任）の潮流は、間違いなく「英
国」に源を発する。日本企業では「CSRか利益か」という議
論がまだ続いているが、英国のCSR先進企業においては、
この議論はとっくの昔に終わり、企業価値の向上や競争戦
略の文脈でCSRを語る。その最前線を追った。
�（在ロンドン＝下田屋 毅、冨久岡 ナヲ　 編集長＝森　摂、副編集長＝吉田 広子、池田 真隆
� 取材協力・通訳・翻訳＝坂下素子）

ラッシュは動物実験の残酷さを知らせるため、ロン
ドン市内の店頭で実験手順を人体で再現するという
キャンペーンを行った。過激な内容に、言葉を失う通
行人は少なくない� 提供：Lush

FEATURE STORY  1

出典：「Nestlé in society – Creating Shared Value and meeting 
	 our commitments 2013」を基に下田屋作成

マークス＆スペンサーは、「代替案（プランB）はない」として、
サステナビリティに取り組む

 「CSRか利益か」

 議論は終わった
英国先進CSR＆エシカル企業最前線

ネスレの社会ピラミッド

CSV
共通価値の
創造

栄養摂取、水資源、
農業・地域開発

環境製品ライフ
サイクル、
農業原材料、
工場の環境の
高効率化、
輸送と流通 など

法令遵守の監視、責任ある広報とマーケティング、製品の
安全性と品質、腐敗防止、ネスレと人権、安全衛生 など

環境の持続可能性

コンプライアンスと人権
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